
（単位：円）

貸借対照表
令和04年05月31日 現在

株式会社 Zehitomo

資産の部

科目 金額

【流動資産】 1,062,395,652

現金及び預金 1,017,165,287

売掛金 20,113,257

前払費用 16,532,116

短期貸付金 102,680

未収入金 82,337

未収収益 29,571

未収還付法人税等 534

預け金 8,369,870

【固定資産】 31,049,824

投資その他の資産 31,049,824

長期貸付金 2,166,091

敷金 28,883,733

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資産の部合計 1,093,445,476

負債の部

科目 金額

【流動負債】 400,175,581

買掛金 2,923,379

未払金 50,224,222

未払費用 869,336

前受金 327,413,021

預り金 11,839,861

未払消費税等 4,792,000

未払法人税等 530,000

仮受金 23,913

未払社債利息 1,559,849

【固定負債】 1,096,500,000

社債 1,096,500,000

負債の部合計 1,496,675,581

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 △446,179,431

資本金 100,000,000

資本剰余金 737,839,133

資本準備金 737,839,133

利益剰余金 △1,284,018,564

その他利益剰余金 △1,284,018,564

繰越利益剰余金 △1,284,018,564

（うち当期純損失） △763,305,718

【新株予約権】 42,949,326

新株予約権 42,949,326

純資産の部合計 △403,230,105

負債・純資産の部合計 1,093,445,476



個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産・・・定率法 

          ただし、建物（建物付属設備含む）については定額法 

 無形固定資産・・・定額法 

引当金の計上基準 

 貸倒引当金の計上基準として、個々の債権の回収可能性を勘案して 計上していま

す。 

収益及び費用の計上基準 

 収益の計上は収益認識に関する会計基準に基づき、費用の計上は発生主義の原則に

基づく 

 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更に関する注記 

 1. 収益認識に関する会計基準等の適用 

  従来、顧客(以下、プロ)によるコイン購入時に全額を収益として認識しており 

ましたが、コインに係る収益はプロによるコイン消費時又は退会手続完了時まで 

繰り延べ、「前受金(契約負債)」として認識する方法に変更いたしました。 

収益認識会計基準等の適用については、会計基準第84項に定められた原則的 

な取り扱いに従い、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し、前 

事業年度の利益剰余金、売上に遡及適用の累積的影響額を加減しております。 

この結果、当事業年度の売上高は211,301千円減少しております。また前事業年 

度における利益剰余金、売上は141,348千円減少しております。 

 

  2. 消費税等の会計処理 

  消費税の会計処理つきましては従来税込方式によっておりましたが、当事業年度

より税抜方式に変更しております。この変更による経常利益及び税引前利益に対

する影響は軽微であります。 

 

 

  



会計上の見積りに関する注記 

1. 固定資産の減損 

(1) 当年度の計算書類に計上した金額 

減損損失  32,531千円 

 

(2) 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

当社は資産が使用されている営業活動から生ずる損益、キャッシュ・フロ 

ーが継続してマイナスとなっている。主な資産は本社オフィスの設備や什 

器備品等であり、その本社オフィスの退去期限(2023年10月)までの割引前 

将来キャッシュフローを最新の事業計画を基に試算した。 

結果、割引前将来キャッシュフローが固定資産の帳簿価額を下回っていた 

ことから、減損損失の認識の判定において減損損失が必要と認められた。 

試算においては、資産の売却や譲渡に伴うキャッシュインは僅少と判断し 

見積もらずに加算していない。 

 

賃借対照表に関する注記 

1.前受金(契約負債) 

  ゼヒトモサービスにおけるプロへの有償コインの販売対価を受け取り、プロに対 

して役務提供を完了していない残高は327,083,621円となります。 

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額  26,059千円 

 

損益計算書に関する注記 

1.雑収入 

 ゼヒトモサービスにおけるプロの有償コインの消費と異なる残高調整等に伴う 

コイン処理は26,941,058円となります。 

  

誤謬の訂正に関する注記 

当社は、当事業年度より収益認識に関する会計基準を適用したこと等に伴い、誤

謬の訂正を行っております。当該誤謬の訂正による累積的影響額は、当事業年度

の期首における純資産の帳簿価額に反映しております。 

 これに伴い、当事業年度の期首の繰越利益剰余金が146,737千円減少しておりま

す。 

 

 

  



株主資本等変動計算書に関する注記 

 普通株式    55,710株 

 Ａ種類株式    2,908株 

 Ｂ種優先株式  27,850株 

 Ｂ1種優先株式  8,550株 

 Ｂ2種優先株式  8,450株 

 Ｃ種優先株式  16,000株 

 Ｄ種優先株式  32,752株 

 

関連当事者との取引に関する注記 

  該当事項はありません 

 

収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

       各事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の 

(1) ゼヒトモサービス 

ゼヒトモサービスの履行義務は、プロの登録情報をユーザーに対して当

社のサービスサイト上に表示、提供することであります。 

ユーザーに対して表示、提供するとともにプロが事前に取得したZコイン

を消費しそのZコインが有償コインの場合、またプロが有償コインを保有

した状態で登録解除を行った場合、失効時に収益を認識しております。 

(2) ダイレクトブッキングサービス 

ダイレクトブッキングサービスの履行義務は、顧客との間で締結した契

約に基づくサービスを提供することであります。 

当社はサービス提供を行うべく、ゼヒトモに登録するプロの選定・依

頼、報酬支払業務等を請け負い、顧客に対するサービス提供を完了した

時点で、収益を認識しております。 

(3) 会議室レンタルサービス 

会議室レンタルサービスの履行義務は、レンタルスペースの利用者に対

して、レンタルスペース運営代行事業者、レンタルスペース予約サイト

を介して間接的にレンタルスペースを時間貸しで提供することでありま

す。レンタルスペース運営代行事業者からのレンタルスペース利用報告

を受け取った時点で、収益を認識しております。 

 

  



１株当たり情報 

1．1株当たり純資産額   △2,648円99銭 

2．1株当たり当期純損失     5,014円49銭 

 

その他の注記 

 該当事項はありません 
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